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b

完
全
支
配
関
係
が
あ
る
法
人
の
間
の
取
引
に
係

る
税
制
の
見
直
し
に
伴
い
、
完
全
支
配
関
係
が
あ

る
法
人
間
取
引
が
、
合
併
、
分
割
又
は
株
式
交
換

に
よ
る
譲
渡
損
益
調
整
資
産
等
の
移
転
で
あ
る
場

合
に
お
い
て
、
当
該
取
引
が
特
定
軽
課
税
外
国
法

人
に
該
当
す
る
親
法
人
の
株
式
を
対
価
と
す
る
も

の
で
あ
る
等
の
一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
も
の
で

あ
る
と
き
は
、
譲
渡
損
益
の
調
整
制
度
を
適
用
し

な
い
等
の
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。

（
第
六
八
条
の
二
の
三
、
第
六
八
条
の
三
及
び
第

六
八
条
の
一
〇
九
の
二
関
係
）

c

秩
序
犯
に
係
る
罰
金
刑
の
上
限
を
三
〇
万
円

（
改
正
前
一
〇
万
円
）
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し

た
。（
第
六
六
条
の
四
及
び
第
六
八
条
の
八
八
関

係
）

４

資
産
課
税

^

小
規
模
宅
地
等
に
つ
い
て
の
相
続
税
の
課
税
価

格
の
計
算
の
特
例
に
つ
い
て
、
次
の
見
直
し
を
行

う
こ
と
と
し
た
。（
第
六
九
条
の
四
関
係
）

\

相
続
人
等
が
相
続
税
の
申
告
期
限
ま
で
事
業

又
は
居
住
を
継
続
し
な
い
宅
地
等
（
改
正
前
二

〇
〇
平
方
メ
ー
ト
ル
ま
で
五
〇
パ
ー
セ
ン
ト
減

額
）
を
適
用
対
象
か
ら
除
外
す
る
。

]

一
の
宅
地
等
に
つ
い
て
共
同
相
続
が
あ
っ
た

場
合
に
は
、
取
得
し
た
者
ご
と
に
適
用
要
件
を

判
定
す
る
。

^

特
定
居
住
用
宅
地
等
は
、
主
と
し
て
居
住
の

用
に
供
さ
れ
て
い
た
一
の
宅
地
等
に
限
ら
れ
る

こ
と
を
明
確
化
す
る
。

_

直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受

け
た
場
合
の
贈
与
税
の
非
課
税
措
置
に
つ
い
て
、

次
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
〇
条
の

二
関
係
）

\

非
課
税
限
度
額
（
改
正
前
五
〇
〇
万
円
）
を

次
の
よ
う
に
引
き
上
げ
る
。

イ

平
成
二
二
年
中
に
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈

与
を
受
け
た
者

一
、
五
〇
〇
万
円

ロ

平
成
二
三
年
中
に
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈

与
を
受
け
た
者

一
、
〇
〇
〇
万
円

]

適
用
対
象
と
な
る
者
を
贈
与
を
受
け
た
年
の

合
計
所
得
金
額
が
二
、
〇
〇
〇
万
円
以
下
の
者

に
限
定
す
る
。

^

適
用
期
限
を
平
成
二
三
年
一
二
月
三
一
日

（
改
正
前
平
成
二
二
年
一
二
月
三
一
日
）
ま
で

と
す
る
。

`

住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
に
係
る
相
続
時
精
算

課
税
制
度
の
特
例
に
つ
い
て
、
特
別
控
除
の
上
乗

せ
（
改
正
前
一
、
〇
〇
〇
万
円
）
の
特
例
を
廃
止

し
、
年
齢
要
件
の
特
例
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長

す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
〇
条
の
三
及
び
旧
租
税

特
別
措
置
法
第
七
〇
条
の
三
の
二
関
係
）

a

非
上
場
株
式
等
に
係
る
相
続
税
及
び
贈
与
税
の

納
税
猶
予
制
度
に
つ
い
て
、
同
制
度
が
適
用
さ
れ

な
い
一
定
の
法
人
の
株
式
等
を
認
定
会
社
を
通
じ

て
保
有
す
る
場
合
に
お
け
る
適
用
要
件
の
明
確
化

を
図
る
と
と
も
に
、
こ
の
場
合
に
お
け
る
当
該
認

定
会
社
の
株
式
等
に
係
る
納
税
猶
予
税
額
の
計
算

上
、
当
該
法
人
の
株
式
等
相
当
額
を
算
入
し
な
い

こ
と
と
す
る
等
の
所
要
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と

し
た
。（
第
七
〇
条
の
七
〜
第
七
〇
条
の
七
の
四
関

係
）

b

相
続
税
及
び
贈
与
税
の
特
例
に
係
る
義
務
的
修

正
申
告
書
又
は
義
務
的
期
限
後
申
告
書
を
提
出
し

な
か
っ
た
者
に
つ
い
て
申
告
書
不
提
出
犯
（
一
年

以
下
の
懲
役
又
は
五
〇
万
円
以
下
の
罰
金
）
の
対

象
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
〇
条
の
一
三
関

係
）

c

特
定
認
定
長
期
優
良
住
宅
の
所
有
権
の
保
存
登

記
等
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減
措
置

に
つ
い
て
、
そ
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ

と
と
し
た
。（
第
七
三
条
の
二
関
係
）

d

マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
事
業
の
施
行
者
等
が
受
け
る

権
利
変
換
手
続
開
始
の
登
記
等
に
対
す
る
登
録
免

許
税
の
免
税
措
置
に
つ
い
て
、
適
用
対
象
か
ら
施

行
再
建
マ
ン
シ
ョ
ン
に
関
す
る
権
利
に
つ
い
て
必

要
な
登
記
を
除
外
し
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
二

年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
五
条
関
係
）

e

産
業
活
力
の
再
生
及
び
産
業
活
動
の
革
新
に
関

す
る
特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
認
定
事
業
再
構
築

計
画
等
に
基
づ
き
行
う
登
記
に
対
す
る
登
録
免
許

税
の
税
率
の
軽
減
措
置
に
つ
い
て
、
次
の
登
記
に

あ
っ
て
は
軽
減
税
率
が
適
用
さ
れ
る
資
本
金
の
額

の
上
限
を
三
、
〇
〇
〇
億
円
と
し
た
上
、
そ
の
適

用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
八
〇

条
関
係
）

\

株
式
会
社
の
設
立
又
は
資
本
金
の
額
の
増
加

の
登
記

]

合
併
又
は
分
割
に
よ
る
株
式
会
社
の
設
立
又

は
資
本
金
の
額
の
増
加
の
登
記
に
お
け
る
純
増

部
分
の
登
記

f

預
金
保
険
法
に
規
定
す
る
第
一
号
措
置
を
行
う

べ
き
旨
の
内
閣
総
理
大
臣
の
決
定
に
基
づ
く
預
金

保
険
機
構
に
よ
る
金
融
機
関
の
株
式
の
引
受
け
等

に
伴
い
、
当
該
金
融
機
関
が
受
け
る
資
本
金
の
額

の
増
加
の
登
記
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の

軽
減
措
置
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ
と
と

し
た
。（
第
八
〇
条
関
係
）

sT

金
融
機
関
等
の
組
織
再
編
成
の
促
進
に
関
す
る

特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
認
定
経
営
基
盤
強
化
計

画
及
び
金
融
機
能
の
強
化
の
た
め
の
特
別
措
置
に

関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
経
営
強
化
計
画
に
基
づ

き
行
う
登
記
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽

減
措
置
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ
と
と
し

た
。（
第
八
〇
条
の
二
関
係
）

sU

関
西
国
際
空
港
株
式
会
社
等
の
登
記
に
対
す
る

登
録
免
許
税
の
免
税
措
置
に
つ
い
て
は
、
次
の
と

お
り
軽
減
措
置
と
し
、
そ
の
適
用
期
限
を
平
成
二

三
年
三
月
三
一
日
ま
で
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第

八
二
条
関
係
）

\

資
本
金
の
額
の
増
加
の
登
記
（
政
府
出
資
部

分
に
限
る
。）

一
、
〇
〇
〇
分
の
一

（
本
則
一
、
〇
〇
〇
分
の
七
）

]

土
地
の
所
有
権
の
保
存
登
記

一
、
〇
〇
〇
分
の
〇
・
五

（
本
則
一
、
〇
〇
〇
分
の
四
）

^

土
地
の
所
有
権
の
移
転
登
記

一
、
〇
〇
〇
分
の
三

（
本
則
一
、
〇
〇
〇
分
の
二
〇
）

_

土
地
の
賃
借
権
等
の
設
定
登
記

一
、
〇
〇
〇
分
の
一
・
五

（
本
則
一
、
〇
〇
〇
分
の
一
〇
）

sV

国
際
船
舶
の
所
有
権
の
保
存
登
記
等
に
対
す
る

登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減
措
置
に
つ
い
て
、
所

有
権
の
保
存
登
記
及
び
抵
当
権
の
設
定
登
記
に
係

る
軽
減
税
率
を
一
、
〇
〇
〇
分
の
三（
改
正
前
一
、

〇
〇
〇
分
の
二
・
五
）
に
引
き
上
げ
た
上
、
そ
の

適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
八

二
条
の
二
関
係
）

sW

特
定
目
的
会
社
が
資
産
流
動
化
計
画
に
基
づ
き

特
定
不
動
産
を
取
得
し
た
場
合
等
の
所
有
権
の
移

転
登
記
等
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減

措
置
に
つ
い
て
、
適
用
対
象
と
な
る
不
動
産
か
ら

倉
庫
及
び
そ
の
敷
地
を
除
外
す
る
と
と
も
に
、
所

有
権
の
移
転
登
記
の
軽
減
税
率
（
改
正
前
一
、
〇

〇
〇
分
の
八
）に
あ
っ
て
は
、次
の
見
直
し
を
行
っ

た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
三
年
（
質
権
又
は
抵
当

権
の
移
転
登
記
に
あ
っ
て
は
一
年
）
延
長
す
る
こ

と
と
し
た
。（
第
八
三
条
の
二
関
係
）

平
成
二
二
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
三
年
三
月

三
一
日
ま
で

一
、
〇
〇
〇
分
の
八

平
成
二
三
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
四
年
三
月

三
一
日
ま
で

一
、
〇
〇
〇
分
の
一
一

平
成
二
四
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
五
年
三
月

三
一
日
ま
で

一
、
〇
〇
〇
分
の
一
三

sX

次
に
掲
げ
る
租
税
特
別
措
置
に
つ
い
て
、
所
要

の
経
過
措
置
を
講
じ
た
上
、
廃
止
す
る
こ
と
と
し

た
。

\

農
地
保
有
合
理
化
法
人
又
は
農
地
利
用
集
積

円
滑
化
団
体
が
農
用
地
を
取
得
し
た
場
合
の
所

有
権
の
移
転
登
記
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税

率
の
軽
減
措
置
（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
七
六

条
関
係
）

]

漁
業
協
同
組
合
が
漁
業
協
同
組
合
連
合
会
か

ら
権
利
義
務
の
承
継
に
よ
り
不
動
産
等
を
取
得

し
た
場
合
の
所
有
権
の
移
転
登
記
等
に
対
す
る

登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減
措
置
（
旧
租
税
特

別
措
置
法
第
七
八
条
関
係
）

^

農
林
中
央
金
庫
等
が
行
う
組
織
再
編
成
に

よ
っ
て
す
る
登
記
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税

率
の
軽
減
措
置
（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
八
〇

条
の
三
関
係
）

_

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
か
ら
交
換
に

よ
り
土
地
を
取
得
し
た
場
合
の
所
有
権
の
移
転

登
記
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減
措

置（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
八
三
条
の
二
関
係
）

`

認
定
鉄
道
事
業
再
構
築
実
施
計
画
に
基
づ
き

鉄
道
施
設
を
取
得
し
た
場
合
の
所
有
権
の
移
転

登
記
等
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
の
軽
減

措
置
（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
八
三
条
の
四
関

係
）

a

独
立
行
政
法
人
農
林
漁
業
信
用
基
金
が
そ
の

成
立
の
時
に
旧
法
人
（
農
林
漁
業
信
用
基
金
）

か
ら
承
継
し
た
権
利
又
は
資
産
に
係
る
登
記
又

は
登
録
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
免
税
措
置

（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
八
四
条
の
三
関
係
）
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